













































































































































































































































































































































































































































































情報法」（Adult Adoption Information Act 1985）により、関係当事者（養子の実親・養子・養親）相互の情
報開示を認めている。また法律上の規定はないが、社会開発省内の児童・若者・家族課（Child, Youth and 
Family：CYF）の関係機関において関係当事者の面会交流支援を行っている。梅澤彩「ニュージーランドに
おける養子縁組法と生殖補助医療法―日本への示唆として―」立命館法学369号・370号（2017年3月）65
（1395）頁～ 69（1399）頁参照。
（29） 「参考資料」・前掲注（11）33頁。
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た問題以外にも数多くの問題を検討する必要がある。例えば、特別養子となる子の資格の拡大
（年齢要件、要保護要件の緩和）、養親資格の拡大（内縁夫婦、単身者、異性・同性カップルへ
の適用）についても検討していく必要があろう。特別養子縁組の要件緩和に伴い同縁組の成立
件数が増加すれば、出自を知る権利を巡る問題や関係当事者相互の情報アクセス、さらには面
会交流に関する問題はより顕在化するであろうから、当事者支援のための制度設計も並行して
検討しなければならい。その際、対立構造に陥りがちな「養子となる者または養子の福祉」と
「養子となる者の実親または養子の実親の権利」、さらには「養親となる者または養親の権利」
に配慮するとともに、普通養子縁組における未成年養子の処遇との関係にも留意する必要があ
ろう。 
